
２０２６年８月１７日、楽天グループが攻撃型ドローンを手がける

ドイツの企業と提携し、日本での販売窓口となることを発表しました。

将来的には日本国内での量産化をめざすとしています。

楽天はプロ野球のオーナー企業として子どもたちに夢と希望を与え

てきましたが、これからはどこかの国の子どもたちに死と絶望を与え

ることになります。

高市政権の武器輸出「５類型」撤廃により、憲法や法律を変えるこ

ともなく政権の判断で、日本は戦争で儲ける国になろうとしています。

防衛予算増額、「国家情報会議」設置、スパイ防止名目での市民監

視法（スパイ防止法）、国旗損壊罪、外国人在留資格の厳格化、「憲

法改正」など、１００年前にこの国が歩んだ「戦争への道」が進めら

れています。

私たちは戦後最大の憲法の危機に際して、「市民と野党の共闘」の

原点に立ち返り、平和を願う多くの市民の声を地域からあげていきた

いと思います。

みんなで声をあげましょう！皆さまの参加を心から呼びかけます！


